
証券コード　6064

平成28年２月９日

株 主 各 位
東京都新宿区四谷二丁目12番５号

第６富澤ビル６階

株 式 会 社 ア ク ト コ ー ル
代表取締役社長 平 井 　 俊 広

第１２回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第１２回定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年２月25日（木曜日）
午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年２月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区麹町六丁目６番地

スクワール麹町　３階　錦の間
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第12期（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第12期（平成26年12月１日から平成27年11月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）１名選任の件

第６号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額決
定の件

第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.actcall.jp）
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 平成26年12月１日から
平成27年11月30日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、一億総活躍社会の実現に向けた

政府の経済政策と、物価安定を目標とする量的・質的緩和の金融政策によ

って、緩やかに持ち直しつつあります。内需につきましては、生産活動の

回復、円安、原油安によって企業収益は改善しているものの、設備投資は、

在庫調整や新興国の減速懸念によって、慎重な姿勢となっています。また

個人消費は、雇用・所得環境の改善を背景に、回復しつつあります。

　しかし、一方で景気を下振れさせるリスク要因も抱えています。海外経

済の動向として、中国経済の減速、米国金融政策の国際資本市場への影響、

欧州の債務問題の展開等、また国内の動向として、消費税率の引き上げや

財政の信認低下等が挙げられます。

　当社グループの主力事業の市場である不動産業界は、新設住宅着工戸数

でみると、大型マンションの着工や、相続税の節税需要、雇用所得環境の

改善によって堅調な部分はあるものの、新築価格の上昇が着工数を下押し

するリスクもあり、全般的には緩やかな回復基調となっています。またＪ

－ＲＥＩＴをはじめとする不動産投資からみると、経済の悪化懸念から後

退する局面はあったものの日銀の買い入れと金融緩和政策、ファンダメン

タルズの改善により持ち直しつつあります。

　このような状況のもと、当社グループは、新たな成長に向けた事業基盤

を確立するための取り組みの他、少子高齢化やＩＴ化等によって多様化す

る不動産業界のニーズに対応すべく、既存事業の強化や不動産開発プロジ

ェクトに取り組み、過去最高益を計上することにいたりました。

　売上高は、不動産総合ソリューション事業が住生活関連総合アウトソー

シング事業及び家賃収納代行事業の当初予想を下回った分をカバーした形

となり、営業利益、経常利益につきましては、不動産開発プロジェクトの

売上総利益率が高かったため、結果として、当初予想からの増額分が大き

くなっております。
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　当期純利益は、不動産総合ソリューション事業の店舗事業における減損

等による、特別損失87,792千円の計上と、法人税の税率変更等による繰延

税金資産68,804千円を取り崩しました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,583,145千円（前期比27.3％

増）、営業利益596,756千円（同790.9％増）、経常利益569,278千円（同

671.3％増）、当期純利益212,478千円（前期は1,690千円の当期純損失）と

なりました。

　各セグメントの状況は、次のとおりであります。

（住生活関連総合アウトソーシング事業）

　住生活関連総合アウトソーシング事業においては、緊急駆けつけ等会員

制サービス、コールセンターサービス、その他住生活に関わるサービスの

開発、提供を行っております。

　不動産賃貸市場向け緊急駆けつけサービスは、他社との競争が激しいた

め、新市場戦略として持家市場へ、また、新チャネル戦略としてエネルギ

ー業界へ進出し、他社との差別化を図っております。

　また、サービス品質の向上を目的として、コールセンターにおいて受付

システムを導入、研修やモニタリングを強化したことによりまして、不動

産会社向けアウトソーシングサービス「アクシスライン２４」の新規受託

社数が堅調に推移いたしました。

　この結果、当連結会計年度末時点の累計有効会員数は、前期から微増の

341千人となりました。住生活関連総合アウトソーシング事業における売

上高は1,931,233千円（前期比7.5％増）、営業利益は72,182千円（前期は

55,025千円の営業損失）となりました。

（不動産総合ソリューション事業）

　不動産総合ソリューション事業においては、不動産所有者、不動産利用

者など不動産に関わる方々へあらゆるサービスを総合的に提供しておりま

す。テナント出店代行サービス、独立開業支援サービス、サービスオフィ

スやコワーキングスペースの運営、不動産開発プロジェクトへの参画やそ

れに関わるサブリースやＰＭ業務を行っております。

　当連結会計年度においては、前期オープンしましたサービスオフィス「シ

ナガワサーフィス」の契約室数及び利用者の獲得が予想を大きく下回り、

大きな損失計上となりました。このため経営の意思決定を迅速に行うべく

株式会社サーフィスを株式会社アンテナへ吸収合併いたしました。
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　また、従来より取り組んでおりました原宿駅前の不動産開発プロジェク

トを完遂させ、およそ６億円の利益分配を売上高として計上いたしました。

　以上の結果、不動産総合ソリューション事業の売上高は1,205,222千円

（前期比79.2％増）、営業利益は472,122千円（同603.7％増）となりまし

た。

（家賃収納代行事業）

　家賃収納代行事業は、不動産賃貸管理会社、不動産オーナー向けに、家

賃の概算払いと出納業務を組み合わせた家賃収納代行サービスを提供して

おります。

　当連結会計年度においては、提携サービスが苦戦したものの、既存サー

ビスの取扱件数は堅調に推移した結果、家賃収納代行事業の売上高は

446,688千円（前期比28.8％増）、営業利益は65,122千円（同54.3％増）と

なりました。

事 業 区 分

第 11 期
（平成26年11月期）
（前連結会計年度）

第 12 期
（平成27年11月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

住 生 活 関 連 総 合
アウトソーシング事業

1,796百万円 63.8％ 1,931百万円 53.9％ 134百万円 7.5％

不 動 産 総 合
ソリューション事業

672 23.9 1,205 33.6 532 79.2

家 賃 収 納 代 行 事 業 346 12.3
446

12.5 99 28.8

合　　計 2,815 100.0 3,583 100.0 767 27.3

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中の総投資額は220,162千円となりました。その主な

ものは、当社100％子会社である株式会社アンテナのサービスオフィス「シ

ナガワサーフィス」の内装工事等の費用（99,238千円）であります。
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③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より借入金

898,000千円の調達を実施しました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はございません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はございません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　当社100％子会社である株式会社アンテナが、平成27年10月１日付で株式

会社サーフィスを吸収合併しております。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はございません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 ９ 期

(平成24年11月期)
第 10 期

(平成25年11月期)
第 11 期

(平成26年11月期)

第 12 期
(当連結会計年度)
(平成27年11月期)

売 上 高(百万円) 1,720 1,956 2,815 3,583

経 常 利 益(百万円) 276 72 73 569

当期純利益又は
当 期 純 損 失
（ △ ）

(百万円) 123 23 △1 212

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 107.28 18.77 △1.36 168.67

総 資 産(百万円) 1,948 3,337 4,567 6,365

純 資 産(百万円) 497 532 546 740

１株当たり純資産額 (円) 404.14 421.35 419.54 579.61
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 ９ 期

(平成24年11月期)
第 10 期

(平成25年11月期)
第 11 期

(平成26年11月期)

第 12 期
(当事業年度)

(平成27年11月期)

売 上 高(百万円) 1,661 1,679 1,795 1,916

経 常 利 益(百万円) 287 　102 　52 102

当期純利益又は
当 期 純 損 失
（ △ ）

(百万円) 129 　65 　△3 27

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 112.42 　53.14 　△2.49 21.68

総 資 産(百万円) 1,951 　2,588 　2,488 2,685

純 資 産(百万円) 507 　585 　589 606

１株当たり純資産額 (円) 412.65 　464.01 　460.41 473.48

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はございません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株式会社ア ン テ ナ 50百万円 100％
不動産に関するサービスの

開発、提供
（不動産総合ソリューション事業）

株式会社イ ン サ イ ト 100 100
家賃等決済代行サービスの提供

（家賃収納代行事業）

（注）１．「主要な事業内容」欄の（ ）には、セグメントの名称を記載しております。

　　　２．当社の連結子会社は上記の重要な子会社２社を含む４社であり、持分法適用関連会社

は２社であります。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループを取り巻く不動産・住宅業界の変化に伴い、当社グループに

対するニーズは年々増え続け、その需要に耐えうる基盤構築が必要となって

おります。当社グループにおきましては、このような環境のもと、持続的な

成長を達成するため、以下の項目を次期の課題としております。

①　新サービス・新規事業の開発

　当社グループでは、住生活関連総合アウトソーシング事業における会員制

サービスが当社グループの売上の大部分を占め、１つの事業（サービス）に

依存している状況となっております。

　今後は不動産総合ソリューション事業の安定化、家賃収納代行事業におけ

る取扱件数の拡充を目指すとともに、住生活関連総合アウトソーシング事業

においては、持家市場へのサービス展開により、特定のサービスへの依存度

を低下させます。また、従来の賃貸市場向けサービスにおいては、引き続き

グループシナジーを活かしＯＥＭ等、顧客のニーズに柔軟に対応できるよう

商品の多様化に注力する必要があると考えております。

②　新規流通チャネルの開拓

　現在、当社グループが取り扱う商品の殆どが不動産賃貸管理業界向けサー

ビスとなっております。事業の安定性とリスク分散を図るため、新規事業・

サービスの開発と同時に、今後は、新サービスの提供に合わせ、不動産業界

のほかエネルギー業界と提携していく等、新しい流通チャネルを開拓してま

いります。

③　人材育成による組織の強化

　当社グループは、多様化するお客様のニーズに応えるためには「人」の成

長が不可欠であると考え、優秀な人材の確保と研修制度の充実を図っており

ます。人材確保においては、新卒採用を中心に、積極的な活動をしておりま

す。また、社内の研修制度として、ＯＪＴ以外に、組織体系に合わせたマネ

ジメント研修や営業研修等の実施を強化してまいります。さらに、従業員の

モチベーションを維持向上させる仕組みづくりに取り組んでまいります。

④　内部管理体制の強化

　当社グループが持続的に企業価値を向上していくためには、内部管理体制

の充実と強化が必要です。グループ社内の各部署の業務手順やシステムの適

合性、部署間の連携を再点検し、様々なリスクに対して内部牽制機能が十分

に備わった体制を構築します。また、必要に応じて新しいシステムの構築も

行ってまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成27年11月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

住 生 活 関 連 総 合
アウトソーシング事業

緊急駆けつけ等会員制サービス、コールセンターサービス、その
他住生活に関わるサービスの開発、提供

不 動 産 総 合
ソリューション事業

テナント出店代行、独立開業等支援、サービスオフィスやコワー
キングスペースの運営、不動産開発プロジェクトへの参画やそれ
に関わるサブリースやＰＭ業務等不動産に係るサービスの開
発、検討

家 賃 収 納 代 行 事 業 家賃等決済代行サービスの提供

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年11月30日現在）

①　当社

本 店 東京都新宿区四谷二丁目12番５号　第６富澤ビル６階

②　子会社

株 式 会 社 ア ン テ ナ 東京都新宿区四谷二丁目12番５号

株 式 会 社 イ ン サ イ ト 東京都新宿区四谷二丁目12番５号
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(7) 使用人の状況（平成27年11月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数
前連結会計年度末
比 増 減

住生活関連総合アウトソーシング事業 113（ 95）名 6名増（13名減）

不動産総合ソリューション事業 25（  8） 8名増（ 7名増）

家 賃 収 納 代 行 事 業 24（  7） 6名増（ 3名増）

合 計 162（110） 20名増（ 3名減）

（注）使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当

社グループへの出向者を含む。）であり、アルバイト及び人材会社からの派遣社員は

（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

113（95）名 7名増（13名減） 30.2歳 2.42年

（注）使用人数は就業員数（当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む。）であり､アルバ

イト及び人材会社からの派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年11月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,602,232千円

株 式 会 社 関 西 ア ー バ ン 銀 行 208,000

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 189,160

株 式 会 社 千 葉 銀 行 161,108

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000

株 式 会 社 新 生 銀 行 100,000

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 72,471

オ リ ッ ク ス 銀 行 株 式 会 社 50,000

株 式 会 社 新 銀 行 東 京 32,850

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 11,136

（注）当社の子会社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、借入極度額2,000,000千円

のコミットメントライン契約を株式会社りそな銀行と締結しております。当該契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はございません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年11月30日現在）

①　発行可能株式総数 5,030,000株

②　発行済株式の総数 1,259,638株(自己株式162株を除く)

③　株主数 1,372名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 エ フ ォ ー ト 557,200株 44.23％

平 井 俊 広 197,400 15.67

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 65,000 5.16

株式会社リロケーション・ジャパン 64,800 5.14

株 式 会 社 イ ー ・ ラ ー ニ ン グ 研 究 所 18,000 1.43

楽 天 証 券 株 式 会 社 13,400 1.06

中 澤 博 孝 10,000 0.79

株 式 会 社 三 興 10,000 0.79

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 8,700 0.69

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 8,300 0.66
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成27年11月30日現在）

平成23年10月14日開催の
臨時株主総会決議に基づく
第 ３ 回 新 株 予 約 権

平成25年９月17日開催の
取締役会決議に基づく
第 ４ 回 新 株 予 約 権

新 株 予 約 権 の 数 300個 1,320個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 60,000株 普通株式 132,000株

（新株予約権１個につき （新株予約権１個につき

200株） 100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権１個当たり7,500
円を払込むこととする

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 新株予約権１個当たり

150,000円 136,500円

（１株当たり 750円） （１株当たり 1,365円）

権 利 行 使 期 間
平成25年11月１日から
平成33年９月30日まで

平成27年３月１日から
平成32年９月１日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２、３

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 200個 新株予約権の数 1,260個

目的となる株式数 40,000株 目的となる株式数 126,000株

保有者数 １名 保有者数 ３名

社 外 取 締 役

新株予約権の数 －個 新株予約権の数 －個

目的となる株式数 －株 目的となる株式数 －株

保有者数 －名 保有者数 －名

監 査 役

新株予約権の数 －個 新株予約権の数 －個

目的となる株式数 －株 目的となる株式数 －株

保有者数 －名 保有者数 －名
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平成27年５月18日開催の
取締役会決議に基づく
第 ５ 回 新 株 予 約 権

新 株 予 約 権 の 数 1,000個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 100,000株

（新株予約権１個につき

100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個当たり500円
を払込むこととする

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり

178,800円

（１株当たり 1,788円）

権 利 行 使 期 間
平成28年３月１日から
平成34年６月１日まで

行 使 の 条 件 （注）４、５

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 920個

目的となる株式数 92,000株

保有者数 ３名

社 外 取 締 役

新株予約権の数 －個

目的となる株式数 －株

保有者数 －名

監 査 役

新株予約権の数 －個

目的となる株式数 －株

保有者数 －名

（注）１．新株予約権権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役の地位にあること。
ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りでない。

２．新株予約権権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役等の地位にあるこ
と。ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りでない。

３．当社の平成26年11月期から平成30年11月期までのいずれかの決算期において経常利益
（当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成してい
ない場合、損益計算書）における経常利益をいう。）が、下記（ⅰ）乃至（ⅲ）に掲
げる金額を超過した場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、そ
れぞれ定められた割合までの個数を行使することが可能となる。なお、適用される会
計基準の変更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、別
途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、行使可能な本新株予約権
の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（ⅰ）５億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の20％まで
（ⅱ）７億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の70％まで
（ⅲ）10億円を超過した場合、全ての本新株予約権

４．新株予約権権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役等の地位にあるこ
と。ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りでない。

５．当社の平成27年11月期から平成32年11月期までのいずれかの決算期において経常利益
（当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成してい
ない場合、損益計算書）における経常利益をいう。）が、下記（ⅰ）乃至（ⅲ）に掲
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げる金額を超過した場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、そ
れぞれ定められた割合までの個数を行使することが可能となる。なお、適用される会
計基準の変更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、別
途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、行使可能な本新株予約権
の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（ⅰ）５億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の70％まで
（ⅱ）９億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の80％まで
（ⅲ）12億円を超過した場合、全ての本新株予約権

６．当社は、平成24年２月28日付で１株を100株とする株式分割を行っており、また平成24
年５月18日付で１株を２株とする株式分割を行っております。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

平 成 2 7 年 ５ 月 1 8 日 開 催 の
取 締 役 会 決 議 に 基 づ く
第 ５ 回 新 株 予 約 権

新 株 予 約 権 の 数 1,000個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 100,000株

（新株予約権１個につき

100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個当たり500円を払込
むこととする

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり

178,800円

（１株当たり 1,788円）

権 利 行 使 期 間
平成28年３月１日から
平成34年６月１日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２

使用人等
の保有状
況

当 社 使 用 人

新株予約権の数 50個

目的となる株式数 5,000株

保有者数 ５名

子 会 社 の 役 員
及 び 使 用 人

新株予約権の数 30個

目的となる株式数 3,000株

保有者数 ３名

（注）１．新株予約権権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役等の地位にあるこ
と。ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りでない。

２．当社の平成27年11月期から平成32年11月期までのいずれかの決算期において経常利益
（当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成してい
ない場合、損益計算書）における経常利益をいう。）が、下記（ⅰ）乃至（ⅲ）に掲
げる金額を超過した場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、そ
れぞれ定められた割合までの個数を行使することが可能となる。なお、適用される会
計基準の変更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、別
途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、行使可能な本新株予約権
の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（ⅰ）５億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の70％まで
（ⅱ）９億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の80％まで
（ⅲ）12億円を超過した場合、全ての本新株予約権

③　その他新株予約権等の状況（平成27年11月30日現在）

該当事項はございません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年11月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 平 井 俊 広

専 務 取 締 役 菊 井 　 聡
管理担当
株式会社インサイト　代表取締役社長

常 務 取 締 役 田 端 知 明
営業担当
株式会社アンテナ　代表取締役

取 締 役 北 村 真 二
株式会社リロ・ホールディング
経営企画室長

常 勤 監 査 役 野 口 　 純

監 査 役 宮 﨑 　 忠
株式会社船井本社　顧問
株式会社にんげんクラブ　監査役

監 査 役 田部井　　　修

田部井会計事務所　所長
株式会社アイティーコンサルティング　
代表取締役
インタアクト株式会社　監査役
株式会社大里　監査役
株式会社バリューデザイン　監査役

（注）１．取締役北村真二氏は、社外取締役であります。
　　　２．監査役宮﨑忠氏及び監査役田部井修氏は、社外監査役であります。
　　　３．常勤監査役野口純氏及び監査役田部井修氏は以下のとおり、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。
・常勤監査役野口純氏は、事業会社での経営企画、内部監査等業務経験を有しており
ます。

・監査役田部井修氏は、税理士の資格を有しております。
　　　４．当社は監査役田部井修氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。
　　　５．当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
　　　　　423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　　　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は同法第425条第１項に定める額

のいずれか高い額としております。

②　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 3名 82百万円

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

3
(2)

10
(3)

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

6
(2)

93
(3)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　２．社外取締役は無報酬としております。
　　　３．取締役の報酬限度額は、平成24年２月28日開催の第８回定時株主総会において、年額

300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
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　　　４．監査役の報酬限度額は、平成24年２月28日開催の第８回定時株主総会において、年額
50百万円以内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役北村真二氏は、株式会社リロ・ホールディング経営企画室長を

兼務しております。株式会社リロ・ホールディングは、当社主要株主

であり業務提携先の株式会社リロケーション・ジャパンの100％親会

社に該当いたします。

・監査役宮﨑忠氏は、株式会社にんげんクラブ監査役、株式会社船井本

社顧問を兼務しておりますが、各兼務先と当社の間に特別の関係はあ

りません。

・監査役田部井修氏は、田部井会計事務所所長、株式会社アイティーコ

ンサルティング代表取締役、インタアクト株式会社監査役、株式会社

大里監査役、株式会社バリューデザイン監査役を兼務しております

が、各兼務先と当社の間に特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 北 村 真 二

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席し、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言

を行っております。

監査役 宮 﨑 　 忠

当事業年度に開催された取締役会17回のうち15回、また、監

査役会14回全てに出席いたしました。警視庁勤務における経

験及び各社での経営等にかかる豊富な経験や専門的知識をも

って、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っております。また、監査役

会においても、適宜必要な発言を行っております。

監査役 田部井　　　修

当事業年度に開催された取締役会17回、監査役会14回全てに

出席し、経験豊富な税理士としての見地から適宜発言を行っ

ております。

－ 16 －

会社役員の状況



(4) 会計監査人の状況

①　名称　　ひので監査法人

　　　　　（注）当該監査法人は、平成27年７月、法人名称を日之出監査法人

　　　　　　　　からひので監査法人に変更しております。

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

16,300

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

（注）２．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

　　　　　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

　　　　　針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と

　　　　　実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討し

　　　　　た結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っています。

③　非監査業務の内容

　当社子会社の一社は、ひので監査法人に対して、財務調査等に関する業

務について、対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合に株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれか

に該当すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はございません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

１）当社及び子会社の取締役が、法令・定款を遵守すること並びに企業理

念に則った行動をとるよう、各社の取締役会及び経営会議等を通じて

監視し、徹底を図る。

２）コンプライアンス委員会は、当社及び子会社の役職員の法令遵守に対

する取組みの状況を点検し、必要な場合は整備し、また教育を行う等

横断的に統括を行う。

３）コンプライアンス委員会の活動概要は、必要に応じて取締役会に報告

する。

４）当社と利害関係を有しない非業務執行取締役を選任し、取締役の相互

監視・監督機能を強化することにより、適法性を確保する。

５）常勤監査役並びに当社と利害関係を有しない非業務執行取締役による

監視を行う。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的

媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、

文書管理規程により、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）当社及び子会社の業務執行に伴う様々なリスクを認識し、リスク発生

を未然に防止する予防対策の強化とリスク発生時の損失を最小限とす

るため策定したリスク管理規程に基づき各リスクの所管部署において、

規程・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布を

行う。取締役は危機管理について定められたリスク管理規程により管

理を行う。

２）当社の内部監査室は、当社及び子会社の各部署の日常的なリスク管理

状況の監査を実施する。
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④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

１）当社及び子会社の各取締役の職務執行については、各社において組織

規程により業務分掌、職務権限を定め、これにより責任の明確化並び

に効率的な業務の遂行を図る。

２）当社は定例取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役

会を開催する。また、常勤の取締役及び監査役等が出席する経営会議

において、業務執行に関する経営課題を審議する。

３）子会社は会社の規模に応じて定例取締役会を毎月若しくは少なくとも

四半期に１回以上開催するよう取締役会規程を定めており、当社の経

営企画ユニットが開催状況を定期的に確認する。また、子会社は必要

に応じて臨時取締役会を開催する。

４）当社及び子会社の取締役会は、経営会議の執行方針、法令で定められ

た事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督

する。

⑤　当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

１）当社の内部監査室は、各部署の日常的な活動状況の監査を実施する。

２）当社グループ全体のコンプライアンス体制構築の一環として、当社及

び子会社に内部通報制度を設けるとともに、同制度を活用しやすくす

るために、通報先を社内だけでなく社外にも設け、通報者が通報先を

選択できる体制とする。

３）当社のコンプライアンス委員会及び内部監査室は、平素より、当社及

び子会社のコンプライアンス体制及びコンプライアンス上の問題の有

無を調査・検討し、必要な場合には取締役に報告、提案を行う。

⑥　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　上記①～⑤に掲げる事項のほか、次の体制を確保する。

１）「関係会社管理規程」を整備し、当社子会社のコンプライアンス体制、

リスク管理体制を構築・推進するとともに、総務チームはこれを所管

する。

２）監査役は、内部監査室及び会計監査人と連携し、当社子会社の業務執

行の適正確保の観点から監査を行う。
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３）適正なグループ経営を推進するため、当社及び当社子会社における情

報の一元化・共有化をはかり、報告・指示・要請の伝達等を適時・的

確に行う体制を構築する。

⑦　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性

に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実行性の確保に関

する事項

　監査役は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を命令することがで

きるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命

令に関する取締役の指揮命令を受けないものとする。

⑧　当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査役会に報告するための

体制及び当社又は子会社の監査役に報告した者が報告したことを理由と

して不利益を受けないことを確保するための体制

１）当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社の信用を著しく低下させ

る事項及び会社の業績を著しく悪化させる事項が発生し又は発生する

恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したときは

速やかに所属する会社の監査役に報告を行うこととし、その徹底を図

る。子会社において、監査役がこれらの報告を受けた場合は、ただち

に当社の監査役へ報告する。また、当社及び子会社において内部通報

制度による通報があった場合、直ちに当社の監査役へ報告される。

２）１項の報告に対し、報告を理由とした不利益な取扱いは行わない。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の処理の方針その他監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きそ

の他当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役か

らの申請に基づき適切に行う。

２）監査役は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査室、監査役室及び

子会社監査役と連携を強め、必要に応じて随時意見交換会を開催する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役は、法令等に定められた権限を行使し、会計監査人及び内部監

査室等をはじめとする社内組織と連携し、取締役の業務執行の適法性、
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妥当性、効率性について監査を実行する。

２）監査役は取締役会へ出席するほか、必要に応じて重要な社内会議に出

席する。

３）監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題につ

いて意見交換を行う。

４）監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を

行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

⑪　反社会的勢力を排除するための体制

　当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、拒絶することを

基本方針とし、取引先がこれらと関わる個人、企業、団体等であると判明

した場合には取引を解消する。なお、当社取締役及び使用人で、取引を開

始しようとする者は、「反社会的勢力対策規程」に従い、取引相手の反社

会性を検証し、問題がないことを確認した上で、当該取引を開始する。

　管理部門を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理、蓄積を

行う。また、取締役及び使用人が基本方針を遵守するような教育体制を構

築するとともに、反社会的勢力による被害を防止するための対応方法等を

整備し周知を図る。

　反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察、顧問法律事務

所、暴力追放運動推進センター等の外部専門機関と連携し、有事の際の協

力体制を構築する。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社グループでは、内部統制システムの体制整備に関する基本方針に基づ

いて、内部統制システムの整備とその適切な運用に努めております。主な運

用状況は以下のとおりです。

①　内部統制システム全般

　当社及び子会社の内部統制システム全般の整備状況及び運用状況は、内部

監査室がモニタリングし、改善を図っております。

②　コンプライアンス

　当社及び子会社ではコンプライアンス委員会を四半期に一度開催し、企業

活動において法令遵守される体制の整備、維持に努めております。また、当

社及び子会社の全役職者に対し、当社の法務チームにて定期的にコンプライ

アンス研修を実施しております。コンプライアンス違反の早期発見及び未然

防止を目的として「アクトコールグループ・ホットラインマニュアル」を策

定し、当社経営企画ユニット、当社法務チーム及び第三者機関を窓口とした

内部通報制度「コンプライアンス・カウンター」を設置しております。また、

当社ホームページのお問い合わせ画面を通じ、外部からコンプライアンス違

反の情報を受け付ける体制を整備しております。

③　取締役の職務執行

　当社及び子会社は、「取締役会規程」に基づき、月１回以上の取締役会を

開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行う

とともに、取締役の職務執行の監督を行っております。

④　監査役

　当社社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席及び常勤監査役による

経営会議及びその他の重要会議への出席を通じて、内部監査室及び内部統制

プロジェクトメンバーが担当する内部統制の整備状況及び運用状況を確認し

ております。また、当社の常勤監査役は会計監査人、内部監査室と四半期に

一度、双方向的な情報交換を実施することで、当社及び子会社の内部統制シ

ステム全般をモニタリングするとともに、より効率的な運用の助言を行って

おります。
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⑤　内部監査

　当社の内部監査室は年間の内部監査計画に基づき、当社全部門及び子会社

の内部監査を実施しております。また、当社の内部監査室による当社全部門

及び子会社への内部監査の際、当社の常勤監査役がオブザーバーとして出席

しております。

⑥　反社会的勢力との関係断絶

　当社及び子会社では反社会的勢力との取引防止のため、新規取引先の事前

確認及び既存取引先の継続的確認を適宜実施しております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、将来にわたる株主価値増大のために内部留保を充実させ、

事業の積極展開・体質強化を図るとともに、株主への安定した配当を維持す

ることを利益配分の基本方針としております。

－ 23 －

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要



連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年11月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕掛販売用不動産

商 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

4,548,596

1,823,755

214,939

218,584

382

4,871

220,052

950,615

931,751

184,792

△1,148

1,816,935

237,935

199,704

1,423

36,807

364,816

242,328

122,488

1,214,183

858,198

60,459

68,517

227,007

（負　債　の　部）

流 動 負 債 4,891,292

買 掛 金 83,395

短 期 借 入 金 2,658,000

1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金

336,712

未 払 法 人 税 等 209,296

預 り 金 728,274

前 受 収 益 574,745

そ の 他 300,867

固 定 負 債 733,737

長 期 借 入 金 532,245

長 期 前 受 収 益 178,000

そ の 他 23,492

負 債 合 計 5,625,030

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 726,173

資 本 金 286,451

資 本 剰 余 金 224,782

利 益 剰 余 金 215,243

自 己 株 式 △304

その他の包括利益累計額 3,928

その他有価証券評価差額金 3,928

新 株 予 約 権 10,400

純 資 産 合 計 740,501

資 産 合 計 6,365,531 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,365,531
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年12月 1日から
平成27年11月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,583,145

売 上 原 価 1,615,926

売 上 総 利 益 1,967,218

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,370,462

営 業 利 益 596,756

営 業 外 収 益

受 取 利 息 635

受 取 配 当 金 373

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 785

持 分 法 投 資 利 益 3,170

助 成 金 収 入 21,869

そ の 他 4,415 31,250

営 業 外 費 用

支 払 利 息 35,452

支 払 手 数 料 21,917

そ の 他 1,357 58,727

経 常 利 益 569,278

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 570

減 損 損 失 69,144

退 職 給 付 費 用 13,076

そ の 他 4,999 87,792

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 481,486

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 207,846

法 人 税 等 調 整 額 68,804 276,651

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 204,834

少 数 株 主 損 失 ( △ ) △7,644

当 期 純 利 益 212,478
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年12月 1日から
平成27年11月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年12月１日　残高 286,451 224,782 15,362 △124 526,471

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,597 △12,597

当 期 純 利 益 212,478 212,478

自 己 株 式 の 取 得 △180 △180

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 199,881 △180 199,701

平成27年11月30日　残高 286,451 224,782 215,243 △304 726,173

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 少 数 株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成26年12月１日　残高 2,035 2,035 9,900 7,644 546,051

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,597

当 期 純 利 益 212,478

自 己 株 式 の 取 得 △180

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

1,892 1,892 500 △7,644 △5,251

連結会計年度中の変動額合計 1,892 1,892 500 △7,644 194,450

平成27年11月30日　残高 3,928 3,928 10,400 － 740,501
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　４社

・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社アンテナ、株式会社インサイト、

モリス・ジャパン株式会社、株式会社PLUS-A

株式会社サーフィスは、平成27年10月１日付で株式会社アンテナに吸収合併しております。

非連結子会社の状況

・非連結子会社　株式会社ソナーユー

連結の範囲から除いた理由

上記子会社は、その総資産合計、売上高合計、当期純損失及び利益剰余金等の持分相当額

合計のいずれもが、連結子会社の当該項目合計に比して僅少であり、連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の状況

・持分法適用会社の数　　　　　　２社

・持分法適用会社の名称　　　　　株式会社Dress、株式会社イーガイア

(3) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券の評価基準及び評価方法

   その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

一部の連結子会社が保有する匿名組合出資については、

匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」とし

て計上しております。

匿名組合が獲得した損益の持分相当額のうち、主たる

事業である投資目的の匿名組合出資に係る損益は「売

上高」もしくは、「売上原価」に計上し、同額を「投

資有価証券」に加減しております。

　　　ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法（金利スワップの特例処理を除く）

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・仕掛販売用不動産

　　　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）
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・商品、原材料及び貯蔵品

　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

②　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　６～15年

車両運搬具　　　　　６年

工具、器具及び備品　２～15年

ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

③　引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

④　ヘッジ会計の処理の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理によっております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については主として10年間の定額法により償却を行っております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２．表示方法の変更

　（連結貸借対照表）

(１)前連結会計年度において、区分掲記していた流動資産の「前払費用」及び「差入保証金」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しており

ます。

(２)前連結会計年度において、区分掲記していた投資その他の資産の「出資金」、「長期前払

費用」、「敷金及び保証金」及び「長期預金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結

会計年度より「その他」に含めて表示しております。

(３)前連結会計年度において、区分掲記していた流動負債の「未払金」、「未払費用」、「未

払消費税等」及び「前受金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「そ

の他」に含めて表示しております。

－ 28 －

連結注記表



３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　①　担保に供している資産

現金及び預金（定期預金） 100,039千円

仕掛販売用不動産 208,000千円

計 308,039千円

　　　　上記のほか、連結子会社株式(連結消去前金額380,000千円)を担保に供しております。

　②　担保に係る債務

短期借入金 2,308,000千円

１年内返済予定の長期借入金 122,652千円

長期借入金 192,260千円

計 2,622,912千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 202,055千円

　　　なお、減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

　(3) 当座貸越契約及び貸出コミットメント

　当社及び連結子会社（株式会社インサイト）においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基

づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 2,450,000千円

借入実行残高 2,450,000千円

差引額 －千円

　(4) 財務制限条項

　当社が平成25年２月27日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高126,022千

円には下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、

当該債務の一括弁済をする可能性があります。

① 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

前年同期比75％以上に維持すること。

② 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書における経常損益を損失とし

ないこと。

③ 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書に示されるキャッシュ・フロー

の金額を70,000千円以上に維持すること。なお、ここでいうキャッシュ・フローとは、経常利

益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人税等充当額を控除した金額をいう。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,259,800株 －株 －株 1,259,800株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 71株 91株 －株 162株

(3) 配当に関する事項

①配当金支払額等

決議
株式の
種類

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年
２月26日
定時株主
総会

普通株式 12,597千円 10円
平成26年
11月30日

平成27年
２月27日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年
２月26日
定時株主
総会

普通株式 利益剰余金 37,789千円 30円
平成27年
11月30日

平成28年
２月29日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

第２回新株予約権 第３回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 11,600株 60,000株

新株予約権の残高 －千円 －千円

　　　　　　（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　資金運用については安全性の高い金融資産を中心に運用し、投機的な取引は行わない方

針であります。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金及び金銭債権である未収入金、立替金は、顧客等の信用リスクに

晒されております。当該リスクに関しては、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行って

おり、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、株式、債券及び匿名組合出資金等であり、市場価格の変動リスク及び

発行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、定期的に時価や発行体

の財務状況等を把握しております。

　営業債務である買掛金は、主として外注費であり、そのほとんどが１年以内の支払期日

であります。

　借入金は主に運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、このうち長期借入金の一部について、デリバティブ取引（金

利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 ( * 1 )

時 価 ( * 1 ) 差 額 ( * 1 )

(1) 現 金 及 び 預 金 1,823,755千円 1,823,755千円 －千円

(2) 売 掛 金 214,939千円 214,093千円

貸 倒 引 当 金 ( * 2 ) △846千円

214,093千円 214,093千円 －千円

(3) 未 収 入 金 950,615千円 950,615千円 －千円

(4) 立 替 金 931,751千円 931,751千円 －千円

(5) 投 資 有 価 証 券

　 そ の 他 有 価 証 券 846,798千円 846,798千円 －千円

(6) 買 掛 金 (83,395千円) (83,395千円) 　　(－千円)

(7) 短 期 借 入 金 (2,658,000千円) (2,658,000千円) 　　(－千円)

(8) 未 払 法 人 税 等 (209,296千円) (209,296千円) (－千円)

(9) 預 り 金 (728,274千円) (728,274千円) (－千円)

(10)長 期 借 入 金 ( * 3 ) (868,957千円) (853,110千円) (△15,846円)

(11)デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －
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　     (*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　     (*2)売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

　　　 (*3)１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて表示しております。

　　　 (*4)投資有価証券のうち非上場株式(連結貸借対照表計上額11,400千円)及び関係会社株

式(連結貸借対照表計上額60,459千円)については、市場価格がなく、時価を算定する

ことが極めて困難であることから、時価開示の対象としておりません。

（注）(1)現金及び預金、(3)未収入金、並びに(4)立替金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(2)売掛金

　帳簿価額から貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該金額をもって時価として

おります。

(5)投資有価証券

　取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

　なお、不動産開発プロジェクトに係る匿名組合出資は、プロジェクトが終了したものに

ついては、匿名組合の財産の持分相当額をもって時価としております。

(6)買掛金、(7)短期借入金、(8)未払法人税等、並びに(9)預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(10)長期借入金

　元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。なお、金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金につ

いては、その金利スワップのレートによる元利金の合計額を想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。

(11)デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載されております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 579円61銭

(2) １株当たり当期純利益 168円67銭

７．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成27年11月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 預 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,849,292

557,057

172,700

382

3,400

57,961

220,052

718,476

61,597

58,812

△1,148

836,550

66,600

41,237

1,423

23,940

45,933

45,933

724,016

20,562

450,000

520

73,810

16,000

4,736

68,517

89,870

流 動 負 債 1,453,071

買 掛 金 68,680

短 期 借 入 金 350,000

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

300,832

未 払 金 68,101

未 払 費 用 14,751

未 払 法 人 税 等 8,207

前 受 金 17,467

預 り 金 18,338

前 受 収 益 574,137

そ の 他 32,554

固 定 負 債 625,955

長 期 借 入 金 447,955

長 期 前 受 収 益 178,000

負 債 合 計 2,079,026

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 592,487

資 本 金 286,451

資 本 剰 余 金 224,782

資 本 準 備 金 207,851

その他資本剰余金 16,931

利 益 剰 余 金 81,557

その他利益剰余金 81,557

　繰越利益剰余金 81,557

自 己 株 式 △304

評価・換算差額等 3,928

その他有価証券評価差額金 3,928

新 株 予 約 権 10,400

純 資 産 合 計 606,816

資 産 合 計 2,685,842 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,685,842
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損　益　計　算　書

(平成26年12月 1日から
平成27年11月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,916,804

売 上 原 価 1,007,778

売 上 総 利 益 909,025

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 836,480

営 業 利 益 72,545

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10,872

受 取 配 当 金 373

助 成 金 収 入 21,869

業 務 受 託 料 14,493

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 785

そ の 他 3,568 51,963

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,306

支 払 手 数 料 7,861 22,167

経 常 利 益 102,341

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 570

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,999 5,570

税 引 前 当 期 純 利 益 96,770

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,243

法 人 税 等 調 整 額 63,219 69,462

当 期 純 利 益 27,308
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株主資本等変動計算書

(平成26年12月 1日から
平成27年11月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成26年1 2月１日残高 286,451 207,851 16,931 224,782 66,846 66,846 △124 577,956

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △12,597 △12,597 △12,597

当 期 純 利 益 27,308 27,308 27,308

自 己 株 式 の 取 得 △180 △180

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 14,711 14,711 △180 14,531

平成27年1 1月3 0日残高 286,451 207,851 16,931 224,782 81,557 81,557 △304 592,487

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年1 2月１日残高 2,035 2,035 9,900 589,892

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △12,597

当 期 純 利 益 27,308

自 己 株 式 の 取 得 △180

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

1,892 1,892 500 2,392

事業年度中の変動額合計 1,892 1,892 500 16,924

平成27年1 1月3 0日残高 3,928 3,928 10,400 606,816
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

③　デリバティブ　　　　　　　　　時価法（金利スワップの特例処理を除く）

④　たな卸資産

商品、貯蔵品　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～15年

車両運搬具　　　　　６年

工具、器具及び備品　２～15年

②　無形固定資産

自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によ

っております。

(3) 引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(4) ヘッジ会計の処理の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。
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２．表示方法の変更

(1) 前事業年度において、区分掲記していた流動資産の「差入保証金」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

(2) 前事業年度において、区分掲記していた投資その他の資産の「敷金及び保証金」、「保険

積立金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示して

おります。

(3) 前事業年度において、区分掲記していた流動負債の「未払消費税等」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金（定期預金） 100,039千円

関係会社株式 380,000千円

計 480,039千円

　上記の定期預金は、子会社である株式会社インサイトの金融機関からの借入金

2,000,000千円の担保に供しております。

②　担保に係る債務

　　 短期借入金　　　　　　　　　 100,000千円

１年内返済予定の長期借入金 122,652千円

長期借入金 192,260千円

計 414,912千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 118,916千円

　(3) 当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結し

ております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 350,000千円

借入実行残高 350,000千円

差引額 －千円

　(4) 財務制限条項

　当社が平成25年２月27日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高126,022

千円には下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合に

は、当該債務の一括弁済をする可能性があります。

① 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金

額を前年同期比75％以上に維持すること。

② 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書における経常損益を損失

としないこと。
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③ 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書に示されるキャッシュ・

フローの金額を70,000千円以上に維持すること。なお、ここでいうキャッシュ・フロー

とは、経常利益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人税等充当額を控除し

た金額をいう。

(5) 保証債務等

　以下の子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社インサイト 2,000,000千円

株式会社アンテナ 295,320千円

計 2,295,320千円

(6) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　短期金銭債権 16,644千円

　短期金銭債務 3,072千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高

売上原価

387千円

6千円

営業取引以外の取引高 23,809千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 71株 91株 －株 162株
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６．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

前受収益 190,039千円

繰越欠損金 27,381千円

その他 2,631千円

繰延税金資産(流動)合計 220,052千円

繰延税金資産(固定)

長期前受収益 55,964千円

繰越欠損金 13,262千円

その他 3,020千円

小計 72,247千円

評価性引当額 △1,855千円

繰延税金資産(固定)合計 70,391千円

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 1,874千円

繰延税金負債(固定)合計 1,874千円

繰延税金資産(固定)の純額 68,517千円

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（%）

法定実効税率 35.7

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割

評価性引当額の増減額

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

その他

9.6

1.1

0.6

25.5

△0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.8

(3)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第9号)及び「地方税法等の一部を改正

する法律」(平成27年法律第2号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.7%から平成27年12月1

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1%に、平成28年12月１日

から開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、32.3%となります。
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　その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は24,497千円減少し、

法人税等調整額が24,694千円増加しております。

７．関連当事者との取引に関する注記

  子会社及び関連会社

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）
（注）４

科 目
期末残高
（千円）
（注）４

子 会 社
株 式 会 社
ア ン テ ナ

所有
直接　100.0％

資金の援助
役員の兼任
業務受託

資金の貸付
（注）１

70,000
関 係 会 社
短期貸付金

665,476

関 係 会 社
長期貸付金

73,810

利息の受取
（注）１

7,408
その他流動
資 産

5,030

債務保証
（注）２

295,320 － －

管理業務の
受託
（注）３

10,883 未収入金 7,681

子 会 社
株 式 会 社
イ ン サ イ ト

所有
直接　100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注）１

380,000
関 係 会 社
短期貸付金

－

債務保証
（注）２

2,000,000 － －

担保提供
（注）２

2,000,000 － －

子 会 社
株 式 会 社
サーフィス(注5)

所有
間接　100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
 (注) １

150,000 － －

子 会 社
株 式 会 社
P L U S - A

所有
直接　100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注）１

－
関 係 会 社
短期貸付金

43,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、主な返済条件は期間１年

間、期日一括返済としており、担保は受け入れておりません。

２．子会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証及び担保提供を行っております。保

証料等の受取りはございません。なお、担保提供の取引金額には、担保に係る債務の

期末残高を記載しております。

３．業務の受託については、市場価格・総原価を勘案して、当社希望価格を提示し交渉の

上、一般取引条件と同様に決定しております。

４．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

５．株式会社サーフィスは平成27年10月1日付で株式会社アンテナに吸収合併されており

ます。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 473円48銭

(2) １株当たり当期純利益 21円68銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年１月12日

株式会社アクトコール
　取締役会　御中

　　ひので監査法人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 羽 入 敏 祐 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 榎 　 正 規 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アクトコー
ルの平成26年12月１日から平成27年11月30日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び
適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計
算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アクトコール及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 41 －

連結計算書類に係る会計監査報告



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年１月12日

株式会社アクトコール
　取締役会　御中

　　ひので監査法人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 羽 入 敏 祐 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 榎 　 正 規 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アク
トコールの平成26年12月１日から平成27年11月30日までの第12期事業年度の
計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査
法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検
討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成26年12月１日から平成27年11月30日までの第12期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　ひので監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人　ひので監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

平成28年１月13日
　　　　　　　　　　　株式会社アクトコール　監査役会

常 勤 監 査 役 野 口 　 純 ㊞

社 外 監 査 役 宮 﨑 　 忠 ㊞

社 外 監 査 役 田部井　　　修 ㊞

　以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は事業の成長、拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識すると

ともに、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の１つと考えております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いた

しまして、以下のとおりといたしたく存じます。

（1）配当財産の種類

　 金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金30円　　総額は37,789,140円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年２月29日
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

①　「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５

月１日に施行され、新たな機関設計として監査等委員会設置会社制度が創

設されました。

つきましては、取締役会の監督機能の一層の強化とコーポレート・ガバ

ナンスの更なる充実を図ることを目的として、監査等委員会設置会社に移

行することとし、これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な、

監査等委員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役

会に関する規定の削除等の変更を行うものであります。

②　会社法の改正により、責任限定契約を締結できる役員等の範囲が変更さ

れたことに伴い、今後も継続的に取締役として有用な人材の招聘を行うこ

とを目的として、業務執行を行わない取締役との間で責任限定契約を締結

することができるよう、現行定款第31条の一部を変更するものであります。

なお、この定款変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

③　資本政策及び配当政策を機動的に行うことができるよう、剰余金の配当

等を取締役会の決議により行うことができる旨を定款第37条として新設し、

同条の一部と内容が重複する現行定款第11条（自己の株式の取得）を削除

するものであります。加えて、基準日等に関する規定を整備するものであ

ります。

④　経営資源の集中による効率化を目的として、当社の100％子会社である株

式会社アンテナ（以下、「アンテナ」といいます。）を、平成28年３月１

日を効力発生日として、吸収合併することに伴い、消滅会社となるアンテ

ナの定款の目的事項の一部を、新たに当社の定款の目的事項に追加するこ

とをお願いするものであります。

⑤　その他、条文の新設や削除に伴い、必要となる条数の変更その他所要の

変更を行うものであります。

⑥　本議案にかかる定款変更は、第２条（目的）の変更を除き、本総会の終

結の時をもって効力を生じるものとします。
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２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第1章　総則

（商号）

第1条  （条文省略）

（目的）

第2条  当会社は次の事業を営むことを目的と

する。

 (１)   日常生活をサポートする商品および

サービスの開発、提供、情報配信業務

 (２)   収益事業の提案・導入・営業支援、集

客支援、広告代理業務

 (３)   建物および関連設備に関する保証お

よびメンテナンス業務

 (４)   コールセンターの運営および管理な

らびにそれらの受託

 (５)   不動産、住宅等の賃貸借に関する各種

情報提供サービスおよび事務手続き

の受託

 (６)   不動産の売買、保有、運営、管理業務

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

第1章　総則

（商号）

第1条  （現行どおり）

（目的）

第2条  当会社は次の事業を営むことを目的と

する。

 (１)   日常生活をサポートする商品および

サービスの開発、提供、情報配信業務

 (２)   収益事業の提案・導入・営業支援、集

客支援、広告代理業務および出版業

 (３)   建物および関連設備に関する保証お

よびメンテナンス業務、清掃、保守管

理

 (４)   コールセンターの運営および管理な

らびにそれらの受託

 (５)   不動産、住宅等の賃貸借に関する各種

情報提供サービスおよび事務手続き

の受託

（６）  不動産の開発、売買、仲介、販売代

理、賃貸、保有、運営、管理業務

（７）  オフィス、ビル、マンション、ホテ

ル、スポーツ施設の経営、企画および

コンサルティング

 (８)   不動産・建設プロジェクトに関する調

査、企画、設計、管理、事業計画の立

案、事業運営に関するマネジメントお

よびこれらのコンサルティング、請

負、受託

 (９)   不動産鑑定業および不動産に関する

コンサルティング業務

（１０）不動産投資顧問業

（１１）第二種金融商品取引業

 (１２) 企業の合併、提携、営業権の譲渡に関

する調査、企画およびそれらの斡旋仲

介業務

 (１３) 店舗、事務所、住宅の増改築、内装リ

フォームおよびそれらに関するコン

サルティング業
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（新設）

（７）  物品売買業

（８）  通信販売業

（９）  コンピューターシステムの企画、開

発、販売および保守に関する業務

 (１０) 生命保険の募集に関する業務および

損害保険代理業務

 (１１) 住宅建設瑕疵担保責任保険契約およ

び住宅販売瑕疵担保責任保険契約の

締結の媒介または取次ぎ

 (１２) 前号のほか特定住宅瑕疵担保責任の

履行の確保等に関する法律その他の

法律により、住宅瑕疵担保責任保険法

人が行う業務の取次ぎ

 (１３) 住宅に関する完成保証、瑕疵保証およ

び地盤保証の引受けの取次ぎ

 (１４) 人材育成および営業支援に関するコ

ンサルティング業務

 (１５) 労働者派遣事業および有料職業紹介

事業

（１６）出版および書籍雑誌等編集業務

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（１７）前各号に附帯する一切の業務

（本店の所在地）

第3条  （条文省略）

 (１４) 特定目的会社、特別目的会社（財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則に定める会社）および不動産投

資信託に対する出資ならびに出資持

分の売買、仲介および管理

 (１５) 有価証券・債権の保有、売買および仲

介ならびに管理

（１６）物品売買業

（１７）通信販売業

（１８）コンピューターシステムの企画、開

発、販売および保守に関する業務

 (１９) 生命保険の募集に関する業務および

損害保険代理業務

 (２０) 住宅建設瑕疵担保責任保険契約およ

び住宅販売瑕疵担保責任保険契約の

締結の媒介または取次ぎ

 (２１) 前号のほか特定住宅瑕疵担保責任の

履行の確保等に関する法律その他の

法律により、住宅瑕疵担保責任保険法

人が行う業務の取次ぎ

 (２２) 住宅に関する完成保証、瑕疵保証およ

び地盤保証の引受けの取次ぎ

 (２３) 人材育成および営業支援に関するコ

ンサルティング業務

 (２４) 労働者派遣事業および有料職業紹介

事業

（２５）出版および書籍雑誌等編集業務

 (２６) インターネットを利用した不動産情

報の提供サービスおよびサイトの企

画運営

 (２７) 経営コンサルティング業およびマー

ケティングリサーチ業

 (２８) イベント・研修会・講演会・セミナー

の企画、開催および運営

 (２９) 飲食店、物販店、その他サービス施設

の企画、運営、監理およびコンサルテ

ィング

（３０）前各号に附帯する一切の業務

（本店の所在地）

第3条  （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（機関）

第4条  当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。

（１）  取締役会

（２）  監査役

（３）  監査役会

（４）  会計監査人

（公告方法）

第5条  （条文省略）

第2章　株式

（発行可能株式総数）

第6条  （条文省略）

（単元株式数）

第7条  （条文省略）

（単元未満株式についての権利）

第8条  （条文省略）

（株主名簿管理人）

第9条  （条文省略）

（株式取扱規程）

第10条 （条文省略）

（自己の株式の取得）

第11条 当会社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって同条

第１項に定める市場取引等により、自

己の株式を取得することができる。

第3章　株主総会

（招集）

第12条 （条文省略）

（定時株主総会の基準日）

第13条 （条文省略）

（招集権者および議長）

第14条 （条文省略）

（機関）

第4条  当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。

（１）  取締役会

（２）  監査等委員会

（削除）

（３）  会計監査人

（公告方法）

第5条  （現行どおり）

第2章　株式

（発行可能株式総数）

第6条  （現行どおり）

（単元株式数）

第7条  （現行どおり）

（単元未満株式についての権利）

第8条  （現行どおり）

（株主名簿管理人）

第9条  （現行どおり）

（株式取扱規程）

第10条 （現行どおり）

（削除）

第3章　株主総会

（招集）

第11条 （現行どおり）

（定時株主総会の基準日）

第12条 （現行どおり）

（招集権者および議長）

第13条 （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第15条 （条文省略）

（決議の方法）

第16条 （条文省略）

（議決権の代理行使）

第17条 （条文省略）

（株主総会議事録）

第18条 （条文省略）

第4章　取締役および取締役会

（員数）

第19条 当会社の取締役は、６名以内とする。

（新設）

（選任方法）

第20条 取締役は、株主総会において選任す

る。

2  （条文省略）

3  （条文省略）

（任期）

第21条 取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす

る。

（新設）

（新設）

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第14条 （現行どおり）

（決議の方法）

第15条 （現行どおり）

（議決権の代理行使）

第16条 （現行どおり）

（株主総会議事録）

第17条 （現行どおり）

第4章　取締役および取締役会

（員数）

第18条 当会社の取締役（監査等委員であるも

のを除く。）は、６名以内とする。

2  当会社の監査等委員である取締役は、３

名以内とする。

（選任方法）

第19条 取締役は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区別して、株主

総会において選任する。

2  （現行どおり）

3  （現行どおり）

（任期）

第20条 取締役（監査等委員であるものを除

く。）の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす

る。

2  監査等委員である取締役の任期は、選任

後２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。

3  任期満了前に退任した監査等委員である

取締役の補欠として選任された監査等委

員である取締役の任期は、退任した監査

等委員である取締役の任期の満了する時

までとする。
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（新設）

2  任期満了前に退任した取締役の補欠とし

て、または増員により選任された取締役

の任期は、前任者または他の取締役の任

期満了する時までとする。

（代表取締役および役付取締役）

第22条 取締役会は、その決議によって代表取

締役を選定する。

2  （条文省略）

（取締役会の招集権者および議長）

第23条 （条文省略）

（取締役会の招集通知）

第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役および監査役に発す

る。ただし、緊急のため必要あるとき

は、この期間を短縮することができ

る。

2  取締役および監査役全員の同意があると

きは、招集の手続きを経ないで取締役会

を開催することができる。

（取締役会の決議の方法）

第25条 （条文省略）

（取締役会の決議の省略）

第26条 取締役が取締役会の決議の目的である

事項について提案をした場合におい

て、当該提案につき議決に加わること

ができる取締役の全員が書面または電

磁的記録により同意の意思表示をした

ときは、当該提案を可決する旨の取締

役会の決議があったものとみなす。た

だし、監査役が異議を述べたときはこ

の限りではない。

4  補欠の監査等委員である取締役の予選の

効力は、選任後２年以内に終了する定時

株主総会の開始の時までとする。

（削除）

（代表取締役および役付取締役）

第21条 取締役会は、その決議によって取締役

（監査等委員である取締役を除く。）

の中から代表取締役を選定する。

2  （現行どおり）

（取締役会の招集権者および議長）

第22条 （現行どおり）

（取締役会の招集通知）

第23条 取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役に発する。ただし、緊

急のため必要あるときは、この期間を

短縮することができる。

2  取締役全員の同意があるときは、招集の

手続きを経ないで取締役会を開催するこ

とができる。

（取締役会の決議の方法）

第24条 （現行どおり）

（取締役会の決議の省略）

第25条 取締役が取締役会の決議の目的である

事項について提案をした場合におい

て、当該提案につき議決に加わること

ができる取締役の全員が書面または電

磁的記録により同意の意思表示をした

ときは、当該提案を可決する旨の取締

役会の決議があったものとみなす。
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（新設）

（取締役会規程）

第27条 （条文省略）

（取締役会の議事録）

第28条 取締役会の議事録は、法令に定めると

ころにより書面または電磁的記録をも

って作成し、出席した取締役および監

査役は、これに署名もしくは記名押印

または電子署名を行う。

（取締役の報酬等）

第29条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という。）は、

株主総会の決議によって定める。

（取締役の責任免除）

第30条 （条文省略）

（社外取締役との責任限定契約）

第31条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外取締役との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく責任の限度額

は、10万円以上であらかじめ定めた金

額または法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

第5章　監査役および監査役会

（員数）

第32条 当会社の監査役は、４名以内とする。

（選任方法）

第33条 監査役は、株主総会において選任する。

（重要な業務執行の決定の委任）

第26条 取締役会は、会社法第399条の13第6項

の規定により、その決議によって重要

な業務執行（同条第5項各号に定める事

項を除く。）の決定の全部または一部

を取締役に委任することができる。

（取締役会規程）

第27条 （現行どおり）

（取締役会の議事録）

第28条 取締役会の議事録は、法令に定めると

ころにより書面または電磁的記録をも

って作成し、出席した取締役は、これ

に署名もしくは記名押印または電子署

名を行う。

（取締役の報酬等）

第29条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上

の利益は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区別して、株主

総会の決議によって定める。

（取締役の責任免除）

第30条 （現行どおり）

（取締役との責任限定契約）

第31条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく責任の限度額

は、10万円以上であらかじめ定めた金

額または法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

（削除）

（削除）

（削除）
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2  監査役の選任決議は、株主総会において

議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う。

（任期）

第34条 監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす

る。

2  補欠として選任された監査役の任期は、

退任した監査役の任期の満了する時まで

とする。

（監査役の報酬等）

第35条 監査役の報酬等は、株主総会の決議に

よって定める。

（常勤の監査役）

第36条 監査役会はその決議をもって、常勤の

監査役を選定する。

（監査役会の招集通知）

第37条 監査役会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査役に対して発する。

2  監査役全員の同意があるときは、招集の

手続きを経ないで監査役会を招集するこ

とができる。

（監査役会の議事録）

第38条 監査役会の議事録は、法令で定めると

ころにより、書面または電磁的記録を

もって作成し、出席した監査役は、こ

れに署名もしくは記名捺印し、または

電子署名を行う。

（監査役会規程）

第39条 監査役会に関する事項は、法令または

本定款のほか、監査役会において定め

る監査役会規程による。

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

－ 53 －

定款変更議案



現 行 定 款 変 更 案

（監査役の責任免除）

第40条 当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる監査

役（監査役であった者も含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において、

取締役会の決議によって免除すること

ができる。

（社外監査役との責任限定契約）

第41条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外監査役との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく責任の限度額

は、10万円以上であらかじめ定めた金

額または法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（削除）

（削除）

第5章　監査等委員会

（常勤の監査等委員）

第32条 監査等委員会はその決議をもって、常

勤の監査等委員を選定することができ

る。

（監査等委員会の招集通知）

第33条 監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発す

る。

2  監査等委員の全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ないで監査等委員会を

招集することができる。

（監査等委員会の議事録）

第34条 監査等委員会の議事録は、法令で定め

るところにより、書面または電磁的記

録をもって作成し、出席した監査等委

員は、これに署名もしくは記名捺印

し、または電子署名を行う。

（監査等委員会規程）

第35条 監査等委員会に関する事項は、法令ま

たは本定款のほか、監査等委員会にお

いて定める監査等委員会規程による。
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第6章　計算

（事業年度）

第42条 （条文省略）

（新設）

（剰余金の配当）

第43条 剰余金の配当は、毎年11月30日の最終

の株主名簿に記載または記録された株

主または登録株式質権者に対して行

う。

（新設）

（新設）

（中間配当）

第44条 当会社は、取締役会の決議によって、

毎年５月31日の最終の株主名簿に記載

された株主または登録株式質権者に対

し、中間配当を行うことができる。

（剰余金の配当等の除斥期間）

第45条 （条文省略）

（新設）

第6章　計算

（事業年度）

第36条 （現行どおり）

（剰余金の配当等の決定機関）

第37条 当会社は、剰余金の配当等会社法第459

条第1項各号に定める事項について

は、法令に別段の定めある場合を除

き、取締役会の決議によって定めるこ

とができる。

（剰余金の配当の基準日）

第38条 当会社の期末配当の基準日は、毎年11

月30日とする。

2  当会社の中間配当の基準日は、毎年５月

31日とする。

3  前２項のほか、当会社は基準日を定めて

剰余金の配当をすることができる。

（削除）

（剰余金の配当等の除斥期間）

第39条 （現行どおり）

附則

（監査役の責任免除に関する経過措置）

第1条  当会社は、会社法第426条第1項の規定

により、第12回定時株主総会終結前の

行為に関する監査役（監査役であった

者を含む。）の任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を、法令の限度におい

て、取締役会の決議によって免除する

ことができる。
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（目的の変更の効力発生日）

第2条  本定款第2条（目的）の変更は、当会社

と当会社の100％子会社である株式会

社アンテナとの間の吸収合併の効力が

発生することを条件として、効力を生

じるものとし、効力発生日を平成28年

３月１日とする。なお、効力発生日の

経過をもって、本条は削除する。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は、監査

等委員会設置会社に移行し、取締役４名全員は、定款変更の効力発生時をもって

任期満了となります。

つきましては、機動的な意思決定が行えるよう１名減員し、監査等委員会設置

会社に移行後の取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案にお

いて同じです。）３名の選任をお願いするものであります。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として、効力を生じるものとします。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

ひら

平　
い

井　
とし

俊　
ひろ

広
(昭和39年２月17日)

昭和63年４月　高島㈱ 入社

平成５年３月　㈲平井物産 設立　代表取締役

平成８年５月　㈱日本ビーンズ　代表取締役

平成９年６月　㈱ジェイビー総研 設立　代表取締役

平成17年１月　㈱全管協サービス（現 当社） 設立

　　　　　　　代表取締役

平成24年10月　㈱エフォート 設立　代表取締役

　　　　　　　（現任）

平成25年２月　当社　代表取締役社長

平成25年３月　㈱インサイト　取締役（現任）

平成25年12月　当社　代表取締役社長　兼　執行役員

（現任）

平成26年４月　㈱ＰＬＵＳ－Ａ 設立　取締役

　　　　　　　（現任）

平成27年６月　㈱ソナーユー 設立　代表取締役

　　　　　　　（現任）

197,400株
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

２

きく

菊　
い

井　
 

　　
さとし

聡
(昭和39年12月14日)

平成２年４月　㈱大和銀行（現 ㈱りそな銀行） 入行

平成16年11月　㈱オー・エム・コーポレーション 入

社 取締役管理本部長

平成22年８月　当社 入社　管理部長

平成22年９月　当社 管理本部長

平成23年２月　当社 取締役管理本部長

平成23年９月　㈱アンテナ　監査役

平成25年２月　同社　取締役（現任）

　　　　　　　当社　専務取締役管理本部長

平成25年３月　㈱インサイト　取締役

平成25年10月　モリス・ジャパン㈱　監査役

平成25年12月　当社専務取締役　兼　執行役員　管

理担当（現任）

　　　　　　　㈱サーフィス　監査役

平成27年12月　㈱インサイト　代表取締役社長

　　　　　　　（現任）

2,000株

３

た

田　
ばた

端　
とも

知　
あき

明
(昭和42年11月19日)

昭和63年４月　大和リゾート㈱　入社

平成元年１月　フォード日本　入社

平成７年10月　㈱ヤマヒサ　入社

平成８年５月　創洋㈱　入社

平成11年12月　㈱アイディーユー　取締役

平成15年３月　㈱ＣＯＬＯＲＳ　代表取締役社長

平成22年４月　㈱Ｄｒｅｓｓ　代表取締役社長

平成23年９月　㈱アンテナ　取締役

平成24年８月　同社　代表取締役（現任）

平成25年２月　当社　取締役

平成25年10月　モリス・ジャパン㈱　取締役（現任）

平成25年12月　㈱サーフィス　取締役

平成26年12月　当社　常務取締役　兼　執行役員

　　　　　　　営業担当（現任）

0株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は、監査

等委員会設置会社に移行し、監査役３名全員は、定款変更の効力発生時をもって

任期満了となります。

つきましては、監査等委員会設置後の監査等委員である取締役３名の選任をお

願いするものであります。なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得て

おります。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として、効力を生じるものとします。

監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

の

野
 

　
ぐち

口
 

　
 

　
 

　
じゅん

純
(昭和51年６月29日)

平成13年４月　ローム㈱　首都圏営業本部

平成16年４月　㈱レインズ・インターナショナル

　　　　　　　経営企画部

平成19年４月　㈱ジークレスト　経営企画室

平成22年６月　㈱フェニックス　経営企画室　室長

平成24年11月　当社 入社　管理本部　マネージャー

平成25年２月　当社　常勤監査役（現任）

　　　　　　　㈱アンテナ　監査役

　　　　　　　㈱インサイト　監査役

0株

２

みや

宮
 

　
ざき

﨑
 

　
 

　
 

　
ただし

忠
(昭和14年11月14日)

昭和38年４月　警視庁 入庁

　　　　　　　同庁公安部参事官、同庁第四方面本部

長を歴任

平成11年４月　㈱佐川急便　常任顧問

平成18年４月　㈱船井総合研究所　取締役

平成19年３月　船井キャピタル㈱　取締役

平成19年４月　㈱船井総合研究所　特別顧問

平成21年１月　当社　顧問

平成23年２月　当社　社外監査役（現任）

平成24年２月　㈱にんげんクラブ　監査役

　　　　　　　（現任）

平成27年４月　㈱船井本社　顧問（現任）

2,000株
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監査等委員である取締役３名選任の件



候補者
番 号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

た

田
べ

部
い

井
 

　
 

　
 

　
おさむ

修
(昭和30年８月25日)

昭和54年４月　近畿日本ツーリスト㈱ 入社

昭和59年10月　㈱和広 入社　経理部

昭和63年１月　税理士登録

平成２年10月　石川会計事務所（現 税理士法人ハート

フル会計事務所） 入所

平成10年３月　中小企業診断士登録

平成10年６月　田部井会計事務所 設立　所長

　　　　　　　（現任）

平成12年８月　㈱アイティーコンサルティング 設立

代表取締役（現任）

平成13年６月　㈱ユタカ産業　監査役

平成15年10月　㈱ウェブスタージャパン　監査役

平成17年10月　㈱スタジオファン　監査役

平成19年６月　インタアクト㈱　監査役（現任）

平成20年１月　㈱大里　監査役（現任）

平成21年６月　㈱ユー・パーク　監査役

平成24年２月　当社　社外監査役（現任）

平成26年９月　㈱バリューデザイン　監査役（現任）

0株

（注） １．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　　 ２．宮﨑忠氏及び田部井修氏は、社外取締役候補者であります。

　　　 ３．宮﨑忠氏は、警視庁勤務における経験及び各社での経営等にかかる豊富な経験や専門

的知識に基づき、当社の業務執行に関する意思決定において妥当性及び適正性の見地

から適切な提言をいただくことを期待して、社外取締役として選任をお願いするもの

であります。

　　　 ４．田部井修氏は、企業経営の経験並びに税理士としての高度な専門的知識に基づき、当

社の業務執行に関する意思決定において妥当性及び適正性の見地から適切な提言を

いただくことを期待して、社外取締役として選任をお願いするものであります。

　　　 ５．当社は、宮﨑忠氏及び田部井修氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、10万円又は同法第425条第１項に定める額のいずれか高

い額としております。また、当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり

承認可決され、本議案において両氏の選任が承認された場合、両氏との間で、当社定

款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、改めて同様の契約を締結する予定であ

ります。

　　　 ６．当社は、田部井修氏を、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、本議

案において同氏の選任が承認された場合、引き続き同氏を独立役員とする予定であり

ます。また、宮﨑忠氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして

おり、独立役員として届け出る予定であります。
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監査等委員である取締役３名選任の件



第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）１名選任の件

当社は、経営資源の集中による効率化を目的として、当社の100％子会社であ

る株式会社アンテナ（以下、「アンテナ」といいます。）を、平成28年３月１日

を効力発生日として、吸収合併することといたしました。

つきましては、本吸収合併に伴い、消滅会社となるアンテナの取締役のうち１

名を、新たに当社の取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案

において同じです。）として選任することをお願いするものであります。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認され、定款変更

の効力が発生すること及び本吸収合併の効力が発生することを条件として、効力

を生じるものとします。

取締役候補者は次のとおりであります。

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

おか

岡
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
たかし

崇
(昭和43年10月８日)

平成３年４月　総合地所㈱ 入社

平成18年６月　㈱アイディーユー 入社

平成20年４月　ヴィータイタリア㈱ 入社

平成25年２月　㈱アンテナ 入社

　　　　　　　営業部マネージャー

平成26年６月　同社　執行役員

平成26年10月　同社　取締役　兼　執行役員

平成26年10月　㈱サーフィス　取締役

平成28年１月　㈱アンテナ　取締役副社長　兼　執行

役員（現任）

0株

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 61 －

取締役１名選任の件



第６号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額決定の件

当社の取締役の報酬限度額は、平成24年２月28日開催の第８回定時株主総会に

おいて、年額300百万円以内（ただし、使用人分給与は含みません。）と決議いた

だき、今日に至っております。また、第２号議案「定款一部変更の件」が原案ど

おり承認された場合、当社は監査等委員会設置会社に移行します。

つきましては、監査等委員会設置会社へ移行した後の取締役（監査等委員であ

る取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）の報酬等の額を、昨今

の経済情勢等諸般の事情も勘案し、引き続き年額300百万円以内とすること、及び

各取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、取締役会の決議によるも

のとさせていただきたいと存じます。なお、取締役の報酬等の額には、従来どお

り使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたします。

現在の取締役は４名であり、第２号議案「定款一部変更の件」、第３号議案「取

締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件」が原案どおり承認されま

すと、取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じ

です。）の員数は３名となります。また、第５号議案「取締役（監査等委員であ

る取締役を除く）１名選任の件」が原案どおり承認され、その効力が発生します

と、取締役の員数は４名となります。

本議案の内容は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発

生を条件として、効力を生じるものとします。

－ 62 －

取締役の報酬等の額決定の件



第７号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査等

委員会設置会社に移行します。

つきましては、監査等委員会設置会社へ移行した後の監査等委員である取締役

の報酬等の額を、昨今の経済情勢等諸般の事情も勘案し、年額50百万円以内とす

ること、及び各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決

定は、監査等委員である取締役の協議によるものとさせていただきたいと存じま

す。

現在の監査役の員数は３名であり、第２号議案「定款一部変更の件」及び第４

号議案「監査等委員である取締役３名選任の件」が原案どおり承認されますと、

監査等委員会設置会社へ移行した後の監査等委員である取締役の員数は３名とな

ります。

本議案の内容は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発

生を条件として、効力を生じるものとします。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区麹町六丁目６番地

スクワール麹町　３階　錦の間

TEL 03-3234-8737

交通　ＪＲ四ツ谷駅 麹町口より　徒歩約１分

東京メトロ南北線・丸ノ内線四ツ谷駅改札より　徒歩約２分

地図


